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	スライド 7: ケース③賃借人が亡くなられた場合 　貸借権と室内に残された家財(残置物)の所有権は相続人に相続されるため、相続人に処分を依頼します。 　実際には相続人が相続放棄するケースが多くみられます。その場合、賃貸人が残置物を撤去、明渡しをするには法的措置を講じる必要があります。 　このようなリスクが主な原因となり、賃貸人が単身高齢者に対して建物を貸すことに躊躇する問題が生じているため、国土交通省及び法務省にて令和3年に「残置物の処理等に関するモデル契約条項」を公開しています。
	スライド 8
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	スライド 13: 家賃保証会社のオプション 　保証会社ごとに、入居者が夜逃げ、逮捕、 死亡した場合の残置物の取り扱いが異なります。　 　入居者が逮捕された場合は保証終了となり、家賃保証も残置物の撤去もされない契約もあれば、全てのケースで残置物の撤去まで保証会社にて行う契約になっている会社もあります。
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